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食の「安全・安心」に向け、関係諸法令の見直し・整備を求める要請

食の「安全・安心」を脅かす不祥事・不正行為が、後を断たない深刻な事態にあります。菓子メーカー「不二家」での賞味期限切れ原材料使用事件や、ミートホープ社のひき肉偽装事件など等、「何を基準に、何を信じて買えばよいのか」と、不安や怒りの声が国民・消費者から聞かれます。そして、これら不祥事によって経営危機に直面し、常に深刻な犠牲を強いられるのは労働者なのであり、絶対に看過できない問題だと私達は考えています。

乳業界でも、2000年6月に発生した「雪印乳業食中毒事件」は、多数の発症者という面でも、また、HACCP認定企業（工場）の杜撰な衛生管理という点でも、信じがたい衝撃を与えた事件でした。しかし、その後も、マスコミから「なぜ生かされぬ雪印の教訓」等と報道される、異常事態が明治乳業などを中心に続いているのです。

１、明治乳業での不祥事・不正行為の実態

雪印乳業に代って業界リーダー企業となった明治乳業の、信頼回復に向けた社会的責任は重大ですが、残念ながら同社でも不祥事が後を断たない状況です。

雪印乳業事件（２０００年６月）以降に発生した不祥事の中から、不正行為と指摘されてもやむを得ない、主な事例を整理すると下記の通りです。

1）03年6月　　明治乳業関東工場

· LG21ヨーグルト製造過程で、ガッセリー菌添加装置にトラブル発生。

· 菌が正常添加されない事を承知で製造を続行。現場から異常・不良製品との指摘があっても出荷販売する（労働者らが、問題の製品を遺伝子分析センターに分析依頼～100分の1以下、限りなく0に近い含有量の結果を得る）。

2）03年7月　　明治乳業北陸事業所

　　・コープ北陸事業連合と明治乳業の契約商品「コープ3・6牛乳」での契約違反。　　

· 「北海道産原乳と地元産原乳をブレンド」との契約に反し、長期間、北海道産を使用せず、東海産など近場の原乳使用の実態が、コープの立ち入り調査で発覚。最終的にはコープ北陸事業連合と示談で処理。

3）04年6月　　明治乳業稚内工場

· 汚染脱脂粉乳の再利用で「食品衛生法違反」。食用流通停止。

· 菌汚染脱脂粉乳として倉庫保管していたものを、一年後に再利用。

· 稚内保健所、道衛生局の査察で発覚。明治乳業は、再加熱すれば使用可能との社内規定を釈明。

４）04年12月から　　明治乳業静岡工場

· ダイエー向け製品（DF製品）、ホイップクリームの回収製品再利用。

· 製造機械の変更に伴い、製品が「柔らか過ぎる」とのクレームとなり、大量に回収される。通常－15℃保管の冷凍製品を常温5℃の冷蔵庫保管。その後、解凍分離した回収品も含め、一ヶ月余に及んで再利用。

· 07年同社株主総会で、この仕事に従事していた現場労働者が告発。しかし、明治乳業は「クレームの発生、回収の事実、再利用の事実」など、一切を否定し隠蔽。

5）07年7月　　　千葉明治（子会社）～不祥事事例

· マクドナルド社に納品している「ミルク220ｍｌ」から、食品衛生法で検出されてはならない種類の大腸菌群が検出（７月１９日、マスコミ報道）。

· ７月１７日に、１１都県４４店舗で販売。発表が１８日に遅れたことを、明治乳業（浅野社長）は「原因の究明に時間がかかった」と釈明。

· 原因究明前に、「直ちに公表し店頭販売停止が先決」との避けられない批判。

· その後、検出された菌の実態、発生原因などの情報開示は行われない。

２、企業責任と同時に、不十分な法規制など行政責任も重大です。

　　事例№４は、貴省の医薬食品局食品安全部監視安全課と懇談（７月４日）し、さらに、静岡市保健所食品衛生課とも懇談要請（７月１０日）を行いました。

これらを通して明らかになったのは二点です。

第一は、食品大手企業としての、社会的責任や企業倫理などの欠如。

不祥事の内容や事後処理の経過で明白なのは、「外にバレなければそれでよし」とする隠蔽体質であり、「法に触れなければ何でもあり」的な経営姿勢です。その背景には、コスト低減の追及など「経済効率最優先」が、安全や品質管理の危機管理体制をも麻痺させている深刻な事態が窺われます。

第二は、「安全・安心」を保障する立場から、「食品衛生法」等、きめ細かい見直

し・整備を行うことの必要性と緊急性。

　特に、事例№４は、「冷凍食品再利用」に関する法規制が無い状態にあり、「かなりの部分は企業の良心に任されている（静岡市保健所 談）」のが実態です。又、事例№５は、製造工場での細菌検査など、「品質・安全検査」の結果が確認される前に出荷・販売される等、製品流通上での法的盲点が明確です。これらの問題点を踏まえ、「食品衛生法」など関係諸法令の見直し・整備が求められます。

３、食の「安全・安心」確保に向け、関係諸法令の見直し・整備を求めます。

　２０００年６月の雪印乳業「集団食中毒事件」を契機に、回収製品再利用の杜撰な実態が問題となり、国民・消費者の批判が強まる中で、貴省の有識者懇談会でも「再利用のあり方」が検討されました。そして、懇談会報告書の求めに基づいて、日本乳業協会も「飲用乳の製品の再利用に関するガイドライン」（Ｈ１３年５月）を作成する等、自らも再利用の基準・条件を明確にし襟を正したのです。

　すなわち、食中毒事件の重大事件（実害）が発生して、初めて関係諸法令の見直しや、業界指導が行われたというのが実態です。

　そして、№４事例の「冷凍製品再利用」でも明らかなように、「食品衛生法上での再利用規制」は無いのであり、実害（事件）発生までは「企業判断で再利用自由」というのが、貴省や保健所との懇談の結論といわざるを得ないのです。

　いうまでもなく、実害（事件）があってからの対応では、「国民に安全・安心な食糧を安定的に供給」すべき、貴省など国政の責任として許されるものではありません。

　上記の立場から、明治乳業で発生した、№４「冷凍製品再利用問題」及び、№５「大腸菌群汚染ミルク出荷・販売問題」に関し、関係諸法令の見直し・整備を求めます。

１）「冷凍製品再利用」に関する基準を法令化すること。

1 回収製品の基準を明確にすること。

· お客様からの回収製品だけでなく、製造工場から管理会社経営の冷凍庫などに、出荷保存されている製品も「回収製品」として扱うこと。

· 回収製品の管理条件や再利用基準を明確にし、再利用の縮小をめざすこと。

2 製品再利用の基準・期間を明確にすること。

· －１８℃程度で管理される冷凍乳製品（ホイップクリーム等）を、再利用に向けて常温管理（解凍）に移行した場合、「常温管理移行から再利用の期限」などの基準を設定すること。

3 添加物（香料など）の異なる製品への再利用は禁止すること。

· 香料の一括表示を理由に、異なる品種への再利用でも「原材料表示義務違反」に当たらないとする、脱法的な再利用行為を禁止すること。

　④ ①の回収品も含め、再利用の記録保管を一定期間義務づけること。

　　・再利用製品の種類、履歴（製造ロット、管理状況など）、使用量、再利用の用途、再利用前の検査（検査項目、検査結果）など、再利用ごとに記録を作成し一定期間の保管を義務づけること。

· 記録保管の隠蔽・改ざん等は厳しく罰すること。

⑤「飲用乳のガイドライン」と同様に、冷凍製品の「再利用ガイドライン」を貴省の責任と指導で、業界団体に作成させること。

２）製造元から不良製品を出荷させない為の諸法令見直し。

明治乳業の子会社（千葉明治）が、マクドナルド社に納品販売（１１都県、４４店舗）した「ミルク２２０ｍｌ」に、食品衛生法で検出されてはならない種類の大腸菌群が検出（７月１９日マスコミ報道）されました。この事件では、第一に、製造工場の出荷前検査と流通問題、第二に、製品検査異常確認後の販売停止までの危機管理体制の問題などがあります。以下、関係諸法令の見直しを求めます。

1 製造工場での各種品質検査結果確認前の出荷・流通体制の見直しと規制強化。

· 製品の規格・安全性の各種検査には一定時間が必要です。「検査結果を確認してからの工場出荷」を明確に規定すること。

· 大手量販店などを中心に、「より日付の新しい製品の納品」等を、メーカーに求める販売姿勢を改めさせ、品質・安全確認を前提とした物流体制を明確にすること。

· 行政指導で、製造・物流販売に関する共同の「業界マニュアル」を作成させ、品質・安全無視の販売競争を厳しく規制すること。

2 機敏な情報開示を義務付けること。

・製品異常の確認後、速やかに情報開示を行い「実害防止」を優先させること。

· 発生原因、事後処理・改善策などの情報開示も速やかに行わせること。

４、「危機管理体制」など、企業への行政監視・指導体制を強めること。

　　事例№４で明らかなのは、現行「食品衛生法」では、冷凍製品再利用に関する規制は無いという事であり、その基準などは、「企業の良心にまかされている」のが実態です。その結果、「外にバレなければ何でも有り」的な行為が横行し、品質・安全に欠かせない「危機管理体制」をも麻痺状態なのです。明治乳業静岡工場には「再利用のマニュアル」すら無かった（静岡保健所談）のです。まさに、安全・安心を国民・消費者に保障すべき行政の監督・指導責任は重大です。

　上記、提案の諸法令見直し・法規制を前提に以下の改善を求めます。

1 行政として、企業衛生管理者を対象とした教育・研修を制度化すること。

・安全・品質管理は、行政の監督・監視と、企業内衛生管理者を中心とした教育・研修に基づく、安定した生産工程が結合してこそ機能が発揮されます。

　② 諸法令の見直しを前提に、行政の監視・指導を強めること。

· 法定監視回数（年１２回）の完全実施に見合う行政の体制を確立すること。

· 保健所の統合縮小ではなく、食品衛生監視員の増員・監視員教育の充実など、現場での監視体制強化を貴省の責任で行うこと。

· 現場への「抜き打ち検査」等も含め、製造現場の実態把握を重視すること。

　③ 「安全・安心」を担える労働環境・労働条件の視点から企業指導を強めること。

· ＨＡＣＣＰ認定に基づく「作業マニュアル」を現場調査で確認すること。

· 「作業マニュアル」が担保される安定した人員配置を厳格に守らせること。

· 申請（ＨＡＣＣＰ）に基づく認定内容を反故にした場合は、認定取り消し・罰則などを厳しく行うこと。

　④ 「内部告発者」を擁護する法体制を整備すること。

· 不祥事・不正行為を企業内から告発する勇気ある行動に対する、企業の報復行為の一切を許さないこと。

· 告発者に対する企業の「不利益取り扱い」等が明確な場合は、罰則を含む厳しい対処を行うこと。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以上。
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